
【別紙】具体的取組事項 一覧表

基本方針１　組織力・職員力を生かしたトータル・マネジメントシステムの構築

【６つの柱】 【取組項目】 【取組内容】 通し番号 具体的取組事項 年度計画 R５ R６ R７ 【主管課】

計画
・内部統制の強化に関する方針
の検討

・方針の見直し
※R5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

・方針の見直し
※R5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

実績

計画
・定員管理適正化の検討
・職員体制ヒアリング

・定員管理計画見直し
※R5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

・定員管理計画見直し
※R5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

実績

計画 ・管理職対象の目標管理研修
・管理職対象の目標管理研
修

・管理職対象の目標管理研
修

実績

計画
・人事評価の継続
・目標管理に係る役職に応じた
研修

・人事評価の継続
・目標管理に係る役職に応
じた研修

・人事評価の継続
・目標管理に係る役職に応
じた研修

実績

計画
・職員へのアンケート調査
・アンケート調査結果に基づく
職員配置等の検討

・職員へのアンケート調査
・アンケート調査結果に基
づく職員配置等の検討

・職員へのアンケート調査
・アンケート調査結果に基
づく職員配置等の検討

実績

計画

・各課等での１次評価の実施
（全政策事業）
・重点事業等に対する２次評価
の実施
・評価結果の次年度予算への反
映

・各課等での１次評価の実
施（全政策事業）
・重点事業等に対する２次
評価の実施
・評価結果の次年度予算へ
の反映

・総合計画の改定にあわせ
た事務事業評価の実施

実績

計画

・各課等での１次評価の実施
（全政策事業）
・重点事業等に対する２次評価
の実施
・評価結果の次年度予算への反
映

・各課等での１次評価の実
施（全政策事業）
・重点事業等に対する２次
評価の実施
・評価結果の次年度予算へ
の反映

・総合計画の改定にあわせ
た事務事業評価の実施

実績

計画
・総合計画に関連する個別計画
の連動部分の把握
・個別計画の更新時期の把握

・個別計画の更新時期の前
年度に連動部分と必要性を
チェックする
・個別計画の統廃合に関す
る方針を検討する

・個別計画の更新時期の前
年度に連動部分と必要性を
チェックする

実績

効果額　合計

総務課
②自治体の内部統制の強
化

1)効率効果的な組織体制とガバ
ナンス機能の強化

（１)行政組織の生産性向上
内部統制の強化に関する方針の
検討

正職員における定員管理適正化
の検討

（１)行政組織の生産性向上 企画財政課

企画財政課（１)行政組織の生産性向上 ３）働き方見直しと事務の改善
④総合発展計画と個別計
画の連携と類似の個別計
画の統廃合

③事務事業の見直しと業
務の改善（スクラップ＆
ビルドの徹底）

３）働き方見直しと事務の改善

（１)行政組織の生産性向上
２）定員適正化と組織改革・人材
育成

（１)行政組織の生産性向上

（１)行政組織の生産性向上

総務課

総務課

③目標管理と人事評価の
連動による説明責任

総務課

①地方公務員の非常勤職
員等の制度改革と新たな
定数管理の適正化

②説明責任を果たす組織
の目標管理

２）定員適正化と組織改革・人材
育成

２）定員適正化と組織改革・人材
育成

（１)行政組織の生産性向上 ３）働き方見直しと事務の改善
①政策・事業評価制度の
導入による進捗管理と評
価

企画財政課

（１)行政組織の生産性向上
２）定員適正化と組織改革・人材
育成

総務課
⑥職員の能力発揮のため
の環境整備

1

2

3

4

5

6

7

8

総合計画に基づく組織の目標設
定の実施

組織の目標と人事評価制度の効
果的な連動

働きやすい職場環境の整備

施策・事務事業評価の継続

施策・事務事業評価の継続（再
掲：通し番号６）

個別計画の統廃合に関する方針
の策定
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【別紙】具体的取組事項 一覧表

基本方針2　財政基盤・経営力の強化

【６つの柱】 【取組項目】 【取組内容】 通し番号 年度計画 R５ R６ R７ 【主管課】

計画

・公共施設の統廃合や保有量縮
小の必要性周知
・公共施設の稼働率の把握
・公共施設のあり方の総合的な
検討

・公共施設の統廃合や保有
量縮小の必要性周知
・公共施設の稼働率周知
・公共施設のあり方の総合
的な検討

・公共施設の統廃合や保有
量縮小の必要性周知
・公共施設のあり方（案）
の説明

実績

計画

〇水道アセットマネジメント
（４D）の作成
・水道施設の整備構想策定
・財務分析、経営分析
・財政シミュレーション

〇料金改定案の検討
・料金算定期間の設定
・料金水準の算定
・財政シミュレーション
・料金改定案の作成

〇料金改定事務
・料金改定案調整
・料金改定案説明（議会、
使用者）
・料金改定に伴う条例改正
（Ｒ７.12）

実績

計画

〇Ｒ６使用料改定事務（Ｒ５予
定を１年延期）
・使用料改定案調整
・使用料改定案説明（議会、使
用者）
・使用料改定に伴う条例改正
（Ｒ５.12）

〇下水道事業計画中期経営
計画中間見直し
・投資財政計画の立案
・庁内協議、検討員会設置
・計画案説明（議会、使用
者）

〇下水道事業中期経営計画
に即した経営改善の実施
・次期使用料改定準備

実績

計画
・公共施設の稼働率の把握
・利用ニーズの把握

・公共施設の稼働率周知
・利用ニーズにしたがった
活用の推進

・公共施設の統廃合や保有
量縮小の必要性周知
・利用ニーズにしたがった
活用の推進

実績

計画

・人口動態を見据えた統廃合基
準の確認
・公共施設の統廃合や保有量縮
小の必要性周知
・公共施設の稼働率の把握
・公共施設のあり方の総合的な
検討

・公共施設の統廃合や保有
量縮小の必要性周知
・人口動態を見据えたモニ
タリング・住民周知
・公共施設の稼働率周知
・公共施設のあり方の総合
的な検討

・公共施設の統廃合や保有
量縮小の必要性周知
・人口動態を見据えたモニ
タリング・住民周知
・公共施設のあり方（案）
の説明

実績

計画

・小中学校のプール利用の最適
化の検討
・町内の類似用途施設を小中学
校の水泳の授業に利用できない
か協議を進める

・小中学校のプール利用の
最適化の検討
・町内の類似用途施設を小
中学校の水泳の授業に利用
できないか協議を進める

・小中学校のプール利用の
最適化の実施

実績

計画

・町立幼稚園再編計画の推進
・三ケ尻幼稚園の閉園について
保護者及び地区民への説明会を
実施する。

・町立幼稚園再編計画の推
進
・令和６年度末に三ケ尻幼
稚園を閉園する。

・町立幼稚園再編計画の推
進

実績

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

２）縮小社会に適応する教育施設
の最適化

①児童減少に伴う小学校
の最適化

12-2 小中学校のプールの最適化 教育委員会

公共施設の利用状況の把握（関
連：通し№９）

公共施設のあり方（案）の検討
（関連：通し№９）

町立幼稚園再編計画の推進（三
ケ尻幼稚園）

②上下水道の経営健全化１）資産経営の推進
（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

上下水道課

２）縮小社会に適応する教育施設
の最適化

２）縮小社会に適応する教育施設
の最適化

１）資産経営の推進

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

教育委員会

企画財政課
教育委員会

企画財政課

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

１）資産経営の推進
①公共施設・社会インフ
ラの資産マネジメントの
構築と推進

企画財政課

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

１）資産経営の推進 ②上下水道の経営健全化
適切な料金水準の検討（下水
道）

11

12-1

13
②幼児減少に伴う幼稚園
の最適化

①児童減少に伴う小学校
の最適化

③効果的・効率的な公共
施設の利活用の推進

9

10-1

10-2

公共施設のあり方（案）の検討

適切な料金水準の検討（上水
道）

上下水道課
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【別紙】具体的取組事項 一覧表

【６つの柱】 【取組項目】 【取組内容】 通し番号 年度計画 R５ R６ R７ 【主管課】

計画 ・利用可能な施設の利活用推進
・利用可能な施設の利活用
推進

・利用可能な施設の利活用
推進

実績

計画
・利用可能性の検討及び処分方
法の検討

・旧南方幼稚園の解体 ・柔道場の解体

実績

計画

・施設種別ごとの受益者負担の
在り方の検討（指定管理者施設
を中心に）
・関係条例等の見直し
・見直しに係る周知の実施

・受益者負担の在り方検討
・検討状況を踏まえて実行
計画見直し

実績

計画
・返礼品の企画開発業務及びプ
ロモーション業務の委託

・返礼品の企画開発業務及
びプロモーション業務の委
託

・返礼品の企画開発業務及
びプロモーション業務の委
託

実績

計画
・指定管理施設、公共施設の
ネーミングライツ募集

・指定管理施設、公共施設
のネーミングライツ募集

・指定管理施設、公共施設
のネーミングライツ募集

実績

計画 ・定員管理適正化の検討
・定員管理計画見直し
※R5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

・定員管理計画見直し
※R5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

実績

計画

・補助金チェックシートによる
効果検証の実施
・費用対効果の低い補助金等の
予算査定への反映

・補助金チェックシートに
よる効果検証の実施
・費用対効果の低い補助金
等の予算査定への反映

・補助金チェックシートに
よる効果検証の実施
・費用対効果の低い補助金
等の予算査定への反映

実績

効果額　合計

（２）自治体の自立と発展の
根幹をなす財政の健全化

２）歳入の確保
④税収及び新たな財源の
確保

17-2
ネーミングライツ導入施設の拡
大

企画財政課

総務課

企画財政課

企画財政課

企画財政課

④税収及び新たな財源の
確保

２）歳入の確保
（２）自治体の自立と発展の
根幹をなす財政の健全化

①新たな定数管理に基づ
く人件費等（正規、非正
規職員）の抑制

３）歳出削減の徹底
（２）自治体の自立と発展の
根幹をなす財政の健全化

④補助金・負担金の見直
し

３）歳出削減の徹底
（２）自治体の自立と発展の
根幹をなす財政の健全化

使用料・手数料の積算根拠の明
確化と適正化

ふるさと納税返礼品の最適化

定員管理適正化の検討

補助金チェックシートにより効
果検証と見直し

③使用料・手数料の見直
し

２）歳入の確保
（２）自治体の自立と発展の
根幹をなす財政の健全化

企画財政課

遊休資産の利活用

遊休資産の処分３）資産の処分促進と有効活用

３）資産の処分促進と有効活用

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

（１）縮小社会に対応した公
共施設等の効率化と適正化

企画財政課

②公共資産を活用した収
入の確保、売却可能な公
有財産の処分促進

14
①遊休資産等を活用した
新たな施設需要対応

15

16

17-1

18

19
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【別紙】具体的取組事項 一覧表

基本方針３　協働による行政経営と地域経営の確立

【６つの柱】 【取組項目】 【取組内容】 通し番号 年度計画 R５ R６ R７ 【主管課】

計画
・条例制定の目的の整理
・制定の必要性の検討

・実行計画見直し
※Ｒ5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

・実行計画見直し
※Ｒ5年度の検討状況に応じ
て、実施内容を見直し

実績

計画

・委員の負担軽減に向けた状況
把握の継続実施
・統廃合の可能性がある委員の
精査
・統廃合の検討
・業務内容や人数の見直し

・委員の負担軽減に向けた
状況把握の継続実施
・統廃合の可能性がある委
員の精査
・統廃合の検討
・業務内容や人数の見直し

・委員の負担軽減に向けた
状況把握の継続実施
・統廃合の可能性がある委
員の精査
・統廃合の検討
・業務内容や人数の見直し

実績

計画
・R5年度見直し内容による事業
実施
・見直しによる課題等の整理

・取組に対する評価と改善 ・取組に対する評価と改善

実績

計画

・地域協働雪対策事業補助金の
見直し
・地域づくり協働補助金の見直
し
・自治会からの相談対応

・計画に対する評価と改善 ・計画に対する評価と改善

実績

計画

・各課が自治会（行政区）に依
頼している業務の把握
・自治会等へのヒアリング
・上記により必要な改善の検討
または実施

・各課が自治会（行政区）
に依頼している業務の把握
・自治会等へのヒアリング
・上記により必要な改善の
検討または実施

・各課が自治会（行政区）
に依頼している業務の把握
・自治会等へのヒアリング
・上記により必要な改善の
検討または実施

実績

計画
・定住自立圏での連携、取組検
討

・定住自立圏での連携、取
組検討

・定住自立圏での連携、取
組検討

実績

計画 ・他市町村の実例の情報収集

・戦略的選択肢のメリッ
ト・デメリットの整理
・定住自立圏での検討の可
否判断

・検討結果を踏まえて実施
計画見直し

実績

計画
・指定管理制度適用の妥当性検
証
・指定管理者公募・選定

・指定管理による管理運営
・利用者数の把握

・指定管理による管理運営
・利用者数の把握

実績

計画
・収支決算書等の内容分析
・健全化に向けた助言指導

・収支決算書等の内容分析
・健全化に向けた助言指導

・収支決算書等の内容分析
・健全化に向けた助言指導

実績

計画 ・他市町村の実例の情報収集 ・実現可能性の検討 ・導入の可否判断

実績

企画財政課

企画財政課

企画財政課

企画財政課

企画財政課

④民間事業提案制度の検
討

２）多様な主体との連携・共創の
実現

（３）多様な主体と行政との
連携による生産性向上

中央センター

中央センター

中央センター

企画財政課

企画財政課
②広域連携による公共施
設の再編

１）人口減少下での広域連携の更
なる推進

（３）多様な主体と行政との
連携による生産性向上

①アウトソーシングの更
なる推進

２）多様な主体との連携・共創の
実現

（３）多様な主体と行政との
連携による生産性向上

②第三セクターの経営健
全化の推進

２）多様な主体との連携・共創の
実現

（３）多様な主体と行政との
連携による生産性向上

（２）住民協働による地域づ
くりの推進

③住民への学習機会の提
供

２）行政経営への住民参加の推進
（２）住民協働による地域づ
くりの推進

③地域づくりを支援する
一括交付金制度の検討

３）住民協働による地域づくりの
推進

（２）住民協働による地域づ
くりの推進

①公共サービスの広域供
給

１）人口減少下での広域連携の更
なる推進

（３）多様な主体と行政との
連携による生産性向上

出前講座による行政情報等の住
民への周知、理解促進

地域の実情に合わせた補助金制
度の見直し

１）自治体経営に係る根拠条例の制定
（１）協働による自治体経営
（行政経営と地域経営）の推
進

①自治会・自治会連合会
等への依頼事務の見直し

１）住民と行政との協働の推進
（２）住民協働による地域づ
くりの推進

①地域の未来を切り開く
仕組みの構築

３）住民協働による地域づくりの
推進

自治体経営に関する条例の検討

各種委員の見直し

24
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26

27

28

29

自治会等に行政が依頼している
業務と補助金の整理と一括交付
金の検討

定住自立圏での連携、取組検討

定住自立圏における施設の相互
利用等の検討

指定管理の見直し

第三セクター等の経営状況把握
と助言指導

（仮称）民間事業提案制度導入
の検討

20

21

22

23
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